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Ⅱ 河 川 の 取 り 組 み

【1】治水対策の考え方 

　氾濫させない対策 

　氾濫しても被害を最小化させる対策 

万一、本堤が決壊した場合に、被害を最小限にとどめる為、堤内地に築造
される堤防。 

特定の区域を洪水の氾濫から守る為に、周囲を囲むようにして
つくられた堤防。 

●洪水時の河川流量を下流に安全に流下させ、洪水被害を防御 
●「氾濫させない対策」に加え、「氾濫しても被害を最小化させる対策」を実施 

相野
谷川

 

相野
谷川

 

輪中提  

●築堤・嵩上げ ●引堤 

●遊水地 

●二線堤 ●輪中堤 

堤防を造り水の流れる
断面を大きくします。 

川幅を広げることにより
河川の水の流れる断面
を大きくし、水位を下げ
ます。 

洪水で水が溢れそうになった時、遊水地で洪
水を一時貯め、洪水時の河川の水位を下げます。 

●河道掘削 

河川を掘削して水の流れる断面を
大きくして水位を下げます。 

周囲堤 

排水門 
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【2】きめ細やかな治水対策 

都市部での課題

急激な市街化の進展

昭和30年代以降の急激な開発により、流域の大部分が市街化されました。

開発による流出増

開発前は雨水は地中に浸透し、河川には主に表流水（地表を流れる水）が流入していたが、開発によってコンクリートなど
に覆われた不浸透域が増大し、短時間に多量の雨水が河川に流入するようになり、洪水を誘発するようになりました。

都市型水害の発生

都市部の河川では、平常時は流量が極端に少ない反面、台風時などに、流域に降った雨水が短時間に集中して流出し、溢

水等により都市機能の麻痺や地下街の浸水をもたらす「都市型水害」が多発しています。

昭和30年代から始まった急激な都市への人口、産業、資産の集中や流域における開発によって、流域の保水・遊水機
能は低下し、中・下流域の都市部では水害が頻発するようになりました。

神田川　東京都（平常時） （1993年台風11号時の洪水の状況）

1997年（平成9年） 1958年（昭和33年） 

自然地 

市街地 

自然地 

市街地 

10％ 84％ 

市街化率 市街化率 

鶴見川流域 鶴見川流域 

（開発前） （開発後）
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きめ細やかな治水対策 

総合的な治水対策の概念図

 

浸透 

校庭・公園貯留 

調節池 

遊水地 
降雨 

降雨降雨 降雨 

降雨降雨 降雨 

降雨降雨 降雨 

降雨 

流出 
流出 

降雨 

放水路 

建築物の地下貯留 
棟間貯留 

各戸貯留浸透 

防災調節池 

●河道の整備（築堤・浚渫など） 
●遊水池、放水路などの建設 

●市街化調整区域の保持 
●自然地の保全 
●防災調整池などの設置 
●透水性舗装・浸透ますなどの設置 

●市街化調整区域の保持 
●盛土の抑制 
●営農環境の改善 

●内水排除施設の整備 
●貯留施設の設置 
●耐水性建築の奨励 

●警報避難システムの確立 
●水防管理体制の強化 
●浸水実積・予想区域の公表 
●耐水性建築の奨励 
●住民へのPR

遊
水
地
域 

低
地
地
域 

保
水
地
域 

総
合
的
な
治
水
対
策 

河
川
改
修 

流
域
対
策 

被
害
軽
減
対
策 

都市部での治水安全度を高めるには河川改修の他に流域対策や被害軽減対策などの総合的な対策が必要です。

流域対策

通常はテニスコートに利用している例
（霧が丘調節地・神奈川県） 貯留・浸透施設の整備イメージ

水が溜まった様子（昭和60年6月）

浸透ます 
浸透U字溝 

浸透地下トレンチ 

浸透U字溝 浸透性舗装 

路面排水 
浸透ます 

浸　　透　 
浸　　透　 

浸　　透　 浸　　透　 

浸　　透　 

浸　　透　 

浸　　透　 

ローム層 

浸透地下トレンチ 

都市化によって、地表がアスファルトやコンクリートで

覆われ地面が水を吸収しにくく、保水能力が低下してい

ます。浸透ますなど浸透施設を設置することによって雨

水は地中に浸透。その結果、①河川への流出総量が減少

②ピーク流量が減少　などの保水効果が生まれ、河川へ

の負担が軽減します。

総合的な治水対策
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きめ細やかな治水対策 

河川改修にあたっては、洪水防御や利水機能の充実に偏った整備だけではなく、親水性や自然環境に配慮した潤いある
河川整備を積極的に推進しています。

河畔の改良 隅田川　東京都 箱崎地区

安全でにぎわいのある良好な水辺空間の創出

堤防で河川が眺望できない

にぎわい空間の創出

生まれ変わった河畔

大規模な工場跡地 公共住宅等の整備と併せた親水空間の整備

整備前

整備後

整備前 整備後

整備前 整備後

大規模な土地利用転換 淀川　大阪市 酉島地区

道頓堀川（大阪市）

紫川（北九州市）

まちづくりと一体的に良好な水辺空間を創出
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【3】良好な河川環境の保全・復元 

多自然川づくり等による良好な河川環境の保全・復元、水質浄化等を推進します。

多自然川づくり 貫川（北九州市）

水質浄化 綾瀬川（埼玉県）

動植物の良好な生息・生育環境を有する河川の保全・復元 釧路湿原（北海道）

湿原面積 

ハンノキ面積 

194.3km2

71.3km2
湿原面積 

ハンノキ面積 

245.7km2

21.0km2

1947年 1996年 

●近年の流域の経済活動の拡大等に伴い湿原面積が著しく減少。

●長期的な目標としてはラムサール条約登録当時（1980年）の環境への回復。

短期的には西暦2000年現在の状況を維持保全。

浄化前

課題

●旧川を活用した蛇行河川の復元

●土砂調整地の整備等による湿原流

入土砂量の軽減

対応策

浄化後

施工前 施工後
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【4】河川行政の転換と取り組み 

1896

1964

1997

M.29

S.39

H.9

治水 

治水 利水 

治水 利水 

環境 

ハードのみから、ハードソフト連携した治水対策への転換

手
続
き 
河川整備基本方針 

河川整備計画 

どの程度の規模の洪水をターゲットとした対策
を行うか等の基本方針 

河川整備基本方針の
案の作成 

河川整備基本方針の
決定 

原　　案 

河川整備計画の 
案の作成 

河川整備計画の 
決定 

内
容 

主な工事内容等についての計画 内
容 

手
続
き 都道府県河川審議会 

一級水系の場合 

二級水系の場合 意　見 

学識経験者 

地方公共団体の長 

公聴会の開催等による 
住民意見の反映 

意　見 

意　見 

新しい河川法は、平成9年6月に改正され、同年12月に施行された。 

社会資本整備審議会 

河川法の目的として治水・利水に加え「河川環境
の整備と保全」を位置付け。

豊かで美しい河川環境の整備と保全

河川整備の計画に
ついて、地方公共団
体の長、地域住民
等の意見を反映す
る手続きを導入。

地域の意見を反映した河川整備を推進

これからの治水対策 

ダム、連続堤防等による河川改修 

これまでの治水対策 

河川改修のみの対応の限界 

ダム、連続堤防等による 
河川改修 

これまでの治水対策 ・輪中堤、 
　宅地嵩上げ＋土地利用方策 
・河川と下水道との連携強化 
・貯留施設等による流出抑制
　対策 
・ハザードマップ作成・公表等 

流域対策 

＋ 

砂 防 

ダ ム 
輪中堤・宅地嵩上げ 

＋ 
土地利用方策 

連続堤防 
霞堤の存置 

これからの治水対策 

河川事業と下水道事業の連携強化 
ハザードマップ等のソフト対策の推進 

市街地 

砂 防 

ダ ム 

市街地 

連続堤防 

これまでの治水対策 

笛吹川洪水ハザードマップ　山梨県東八代郡石和町

水防法の改正（H13年6月）

浸水想定区域等を指定・公表　

水防法の改正（H17年5月）

主要な中小河川へも拡大・洪水ハザードマップの公表を義務化

河川管理者が作成

浸水想定区域図

市町村長が作成

河川法の改正（平成9年）
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避難の参考にするための情報の充実 

（水位周知河川における避難判断水位（特別警戒水位）の設定イメージ） 

洪水のおそれがあるとき、予測が可能な河川。 予測を行うことが出来ない河川。 

今後の水位予測を使って、避難の参考となる
はん濫警戒情報（洪水警報）等を発令。 

避難の参考となる現状の水位の状況を提供。 

水位の予測が困難であるため、予め避難に要する時間等をもとに避難
の参考となる特別警戒水位を設定した上で情報を提供。 

■洪水予報河川 ■水位周知河川 

はん濫 
危険水位 
（危険水位） 

はん濫警戒情報 
（洪水警報） 

はん濫注意情報 
（洪水注意報） 

（一定時間後に達する） 

避難勧告の目安 
の一つとなる 

（一定時間後に 
　達する） 

水位の 
公表 

水位の 
公表 

避難判断水位 
（特別警戒水位） 

はん濫注意水位 
（警戒水位） 

水防団待機水位 
（通報（指定）水位） 

到達情報 

はん濫警戒情報 
（洪水警報） 

はん濫注意情報 
（洪水注意報） 

水防法の改正（平成17年5月2日法律第37号）
●改正水防法の概要

現行の洪水予報河川に加え、国土
交通大臣または都道府県知事が指
定する主要な中小河川においても
浸水想定区域を指定します。あわ
せて浸水想定区域を含む市町村は、
洪水ハザードマップを作成し、そ
の内容を印刷物の配布等により一
般へ周知します。

国土交通大臣または都道府県知事が指定する洪水予報河川以外の
主要な中小河川（水位周知河川）において、避難勧告の目安の一
つとなる避難判断水位（特別警戒水位）を定め、水位がこれに達
したときにはその旨を水防管理者等へ通知するとともに、必要に
応じて報道機関の協力を求めて、一般へ周知します。

1. 浸水想定区域の指定対象を主要な中小河川に拡大

2. 主要な中小河川における洪水情報伝達の充実（水位情報の周知）

3. 大河川における洪水予報の充実

5. 地下施設における避難確保計画の作成

4. 水防協力団体制度の創設 等

水防管理者により、水防協力団体に指定された公益法人やNPO法人は、
水防団体等が行う水防活動に対する協力業務や水防に関する情報等の
収集、調査研究、知識の普及及び啓発等を行うことができます。また、
非常勤の水防団員への退職報奨金の支給規定を創設しました。

国土交通大臣が指定した洪水予報河川で、氾濫した洪水が広域に
及ぶ大河川については、従前の水位や流量の予報に加え、はん濫
後において、はん濫による浸水区域およびその水深を予報するこ
とができるようになります。

市町村地域防災計画に定められた浸水想定区域内の地下街等の所有
者または管理者は、単独または共同して避難確保計画を作成します。

住民の迅速な避難等の確保を図るソフト対策 

浸水想定区域図浸水想定区域図（河川管理者作成河川管理者作成） 浸水想定区域図（河川管理者作成） 

○○町 
 

避難場所 

災害時要援護者が 
主に利用する施設 

情報の 
伝達経路 

地下空間の 
分布 

避難先の 
位置・名称 

避難時の心得、 
持ち物 

浸水想定区域 
・浸水深の明示 

連　絡　先 
・行政機関 
・医療機関 
・ライフライン 
　管理機関 

平成16年及び近年の水災を踏まえ、地域の水災防止力の向上を図るために、浸水想定区域を指定する河川の範囲の拡大、
中小河川における洪水情報等の提供の充実、水防協力団体制度の創設、非常勤の水防団員に係る退職報償金の支給規定
の創設などの改正を行いました。

6. 高齢者等が主に利用する施設への洪水予報等の伝達

市町村地域防災計画に施設の名称と所在地を定められた浸水想定
区域内の主として高齢者や乳幼児等が利用する施設について、洪
水予報等の伝達方法を市町村地域防災計画に規定します。

水防協力団体制度の概念図 

水防管理者（市町村） 

監督、 
指導・助言 

連携 

指定 申請 

水防協力団体 

消防機関 

水 防 団 

水防訓練  参画 

参画 

指導 
助言 

位置付け 
水防計画 

国、県  

・監視、警戒等の水防活動
への協力 

・水防に関する情報収集、
普及啓発活動　　等 

 

河川行政の転換と取り組み 
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国・都道府県（河川管理者） 市町村（地域防災関係者） 

洪水ハザードマップの作成・公表・普及 
 

河川管理者と市町村の役割 

 

洪水ハザードマップの効果 

郡山市を中心とした豪雨災害では、ハザードマップにより避難開始時期が早

まる効果が認められている（右図）。 

洪水予報河川 
水位周知河川の指定 

浸水想定区域図の 
指定・公表・通知 

浸水想定区域図作成 
・地形データ取得 
・氾濫シミュレーション実施 

洪水ハザードマップ作成 
・避難情報検討 
・住民意見の聴取 
・委員会等の開催        等 

洪水ハザードマップの公表・普及 
○各世帯に提供 
○インターネットの利用 
○その他適切な方法の実施 
　・説明会の開催 
　・マスメディアの活用 
　・防災訓練での活用 
　・学校教育での活用 
　・電話帳への記載 
　・広報誌、新聞折込でのPR　　等 

情報 
提供 

学校教育での普及 

避難地･避難路の確認 

 

電話帳への記載 

早めの避難、適切な活動を促す効果 

市町村の防災意識向上が災害発生時の減災に！ 

市町村の作成段階が防災対応の基礎的訓練に！ 

H10年8月 阿武隈水害 （福島県郡山市） 

東海地方を襲った集中豪雨は、庄内川・新川を中心として甚大な被害を生じ

させたが、洪水ハザードマップを作成していた多治見市では人的被害がなく、

避難情報の重要性が改めて課題となった。 

H12年9月 東海豪雨 （岐阜県多治見市） 

台風11号により新宮川水系相野谷川が氾濫、浸水被害が発生したが、洪水

ハザードマップの利用等により的確な避難誘導がなされた。 

H13年8月 台風11号 （三重県紀宝町） 

避難指示後の避難のピーク 
避難率（％） 

30

20

10

避難勧告の発令 避難指示の発令 

約１時間 
ハザードマップを 

見た人 
ハザードマップを 
見ていない人 

出典：群馬大学工学部　片田研究室 
「平成10年8月末集中豪雨における郡山市民の対応行動に関する調査報告書」を基に作成 

災害時には住民自ら避難活動ができることが必要であり、住民が自発的な避難の心構えを養うために役立つ。 

近年災害が無い地域では、防災

意識が薄れ、防災関係機関の市

町村の危機意識も薄れている。

洪水ハザードマップ作成をきっ

かけとして、市町村の防災意識
の向上を図ることができ、災害
発生時の減災に繋がる。 

地域防災関係者である市町村は、作成にあたって、浸水場所や避難

場所の位置、大きさ、情報伝達の時期、ルートなどを把握でき、災害
対応の基礎的訓練を実施していることとなる。 

“早め”に逃げれば助かる…住民の防災意識向上 

 

“まさか”ではなく危険を“意識”…市町村の防災訓練 

 

日頃からの 
備え 

・地域防災計画、水防計画などへの反映 
・水害に強いまちづくりの推進 
・避難場所・避難路の確認 
・災害時要援護者の避難・救護方法の検討 
・避難情報の伝達手段や体制の整備 
・水防意識の普及、防災意識の高揚 
・自主防災組織、水防団、消防団等の育成 
・防災教育、避難訓練の実施 

災害時 
・避難情報の伝達 
・避難場所の開設 
・避難誘導　等 

マスコミを用いた広報 

「浸水想定区域図作成マニュアル」 

「中小河川浸水想定区域図作成の手引き」
　　　　　　　　　　　　　　　の活用 

「洪水ハザードマップ作成の手引き」の活用 

■洪水ハザードマップの入手方法等

国土交通省ハザードマップポータルサイト
http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/index.html

河川行政の転換と取り組み 
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都市部を流れる河川の流域において、著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれがあり、かつ、河道等の整備による浸水
被害の防止が市街化の進展により困難な地域について、特定都市河川及び特定都市河川流域を指定し、浸水被害対策の総
合的な推進のための流域水害対策計画の策定、河川管理者による雨水貯留浸透施設の整備その他の措置を定めることによ
り、特定都市河川流域における浸水被害の防止のための対策の推進を図る。

近年、都市部の河川流域において浸水被害が頻発 

●ヒートアイランド化等により集中豪雨が頻発しており、浸水被害の危険性が増大 

●一部では宅地開発等により設けられた調整池が埋め立てられる等の問題も発生 

●都市部では、平成12年の東海水害など浸水被害が頻発している 

都市河川流域における新たなスキームによる浸水被害対策が必要 

●河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体が一体となった浸水被害対策が有効 

●著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれがあるにもかかわらず、河道又は洪水調節

　ダムの整備による浸水被害の防止が市街化の進展により困難 

東海水害 福岡水害 

従前の防災調整池（約500m3規模） 埋め立て後の状況 

特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）

河川行政の転換と取り組み 
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ハード対策 ソフト対策 

河 川 法 
（洪水等の事前予防対策） 

水 防 法 
（洪水等の発生時対策） 

下 水 道 法 都 市 計 画 法 

●河道・ダム等の洪水対策 
 
●流域での雨水貯留浸透施設整備 
　（河川管理者） 

●排水設備の貯留浸透機能の義務付け（条例） 
●他の公共団体による費用負担 
 
●下水の排除、処理 ●開発許可 

●特定都市河川及び特定都市 
　河川流域の指定 
　（大臣・都道府県知事） 

●都市洪水想定区域・都市浸水想定 
　区域の指定（外水及び内水を対象） 

●雨水浸透阻害行為に対する貯留浸透 
　施設設置の義務付け 
●既存調整池の埋立行為の届出義務・ 
　必要な措置の勧告 
●地方公共団体による管理協定の締結 

●総合的な浸水被害対策のための
｢流域水害対策計画｣の策定（河
川管理者・下水道管理者・都道
府県知事・市町村長）　 

●浸水想定区域の指定 

都市水害法 

外
水
対
策 

内
水
対
策 

特定都市河川の指定状況について 

河川名  

鶴見川※ 

新川※ 

寝屋川※ 

水系名  

鶴見川（1級） 

庄内川（1級） 

淀　川（1級） 

都道府県  

東京・神奈川 

愛知 

大阪 

特定都市河川 
流域面積 

235km2 

249km2 

268km2

特定都市河川 
指定日 

平成17年4月1日 

平成18年1月1日 

平成18年7月1日＊1

流域水害対策 
計画策定日 

平成19年3月14日 

 

平成18年2月15日 

※ 当該河川に流入する支川の一部を含む　　＊1 指定予定（平成18年1月13日告示） 

（平成19年6月末現在） 

国民が安全で安心して暮らしができる地域、個性と魅力ある地域として自立した発展ができるよう、多様な価値を有した地域

の財産である河川を、監視・評価・改善のサイクルで継続的かつ的確に対応することで、地域づくりを支援する役割を果たし

ます。

監視・評価にあたっては地域と情報共有し、改善にあたっては地域と協働実施していきます。

河川の状態が常に変化 

状態（管理レベル）の評価 

状態を常に監視 状態を機動的に改善 監視　　評価　　改善 
のリサイクル 

地域社会と協働実施 地域社会への適切な 
情報提供と共有 

 

投
資
の
重
点
化 

常に変化する河川の状態への的確な対応

河川行政の転換と取り組み 
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河川行政の転換と取り組み 

Ⅰ．近年の災害の特徴と新たな課題 
近年の水害、土砂災害、高潮災害等から、自然的状況、社会的状況の変化による新たな災害対策の課題が明
らかになった。 

Ⅱ．今後の対策の基本的方向 
近年の災害から明らかになった新たな課題に的確に対応しつつ、今後の投資余力が限られる中で、できるだ
け早期に安全度を高め、被害を最小化する「減災」を図ることが基本的命題。 

①高齢者や保育園児
などの災害弱者の
被災が特徴的 

少子高齢化に対応した警戒
避難体制の確立が必要 

③避難勧告の発令や
伝達の遅れや、伝
達されても避難し
ない人が多数 

④地下鉄、地下街な
ど地下空間利用が
増加している中で
の地下空間が多数
浸水 

住民や自治体等の災害経験
が減少し、危機意識も低下
している中でも、災害時に
的確な認識や行動がなされ
るような仕組みが必要 

都市の地下空間の浸水に対
する防御と的確な避難誘導
体制の構築が必要 

②旧来型の地域コミュ
ニティの衰退、水
防団員の減少と高
齢化など地域の共
助体制が弱体化 

近年の社会的状況を踏まえ
た共助体制の再構築が必要 

2. 社会的状況 

①局所的な集中豪雨
が多発 

・流域が比較的小さい中小
河川での洪水や土砂災害
の増大 
・洪水予測等があまり行われ
ていなかった中小流域での
情報提供の充実をはじめ迅
速な警戒避難体制が必要 

③破堤が多数発生。
多くの人命、財産
を失うだけでなく、
後片づけなど事後
対応も大変 

・破堤のように災害現象が
急激に拡大することがな
いような対策が必要 
・災害現象の急激な変化を
念頭においた避難警戒体
制が必要 

②これまでの記録を
超える降雨量、高
潮の波高・波力な
どを各地で観測 

自然の外力は施設能力を超
える可能性が常にあること
を踏まえた備えが必要 

1. 自然的状況 

ソフト対策とハード整備が一体と
なった減災体制の確立 

これまでハード対策に付随して行ってきたきらいのあるソフト対
策を災害対策の重要な柱として本格的に展開する。 

災害安全度の早期向上のための多
様な整備手法の導入、既存施設の
有効活用、管理の高度化・効率化 

確実に目に見える形で安全な社会とするため、施設の計画・整備・
管理において画一的に考えていた部分を点検し、土地利用、住ま
い方の状況等を踏まえた個々の必要な安全度や機能の確保を図る
多様な方策を導入し、ハード整備の質的転換を図る。 

地域防災力の再構築への本格的支援 

「減災」は自助・共助・公助がバランスよく機能してはじめて達
成されるものであることを踏まえ、これまで施設管理者等として
の役割に重点をおいてきた河川・砂防・海岸の各行政は、地域の
防災力の向上への支援も本来の重要な使命として取り組む。 

総合的な豪雨災害対策の推進について（提言）平成17年4月18日

河川事業概要2007_1製版  07.11.14 4:22 PM  ページ 27



28

河川事業概要2007河川事業概要2007

8月末 ハリケーン・カトリーナに 
 よる甚大な高潮災害の発生 
 
・ゼロメートル地帯であるニューオーリ
ンズ市の80%が浸水 
・浸水戸数16万戸、死者 1,800人 

・昭和34年の伊勢湾台風を契機として
高潮対策を実施 

・現在、3大都市圏のゼロメートル地帯
に約400万人が居住 
・今日的社会状況に照らした検証が必要 

ハリケーン・カトリーナによる災害を分析することで

得られる教訓を対策に反映 

①これまでの高潮計画に沿って浸水防止に万全の対策

を講じるため、防護施設の着実な整備および信頼性

の確保に最も重点を置くものの 

②不測の事態に備え大規模な浸水を想定した場合の被

害最小化対策を講じること 

●これまでの高潮計画に沿って浸水を防止するための

万全の対策 

●大規模浸水を想定した被害最小化対策 

●高潮防災知識の蓄積・普及 

●高潮防災に関する更なる安全に向けての課題の検討 

具体的施策 

9月初め 
総雨量1,000mm、時間雨量100mmの 
大規模降雨により水害・土砂災害が多発 
 

　　新たな課題への対応が急務 

これまでの対策に加え新たに展開 

これまでの水害・土砂災害対策 

●半地下ビルなどが浸水 
●高水位が長時間継続 
●被災経験のない箇所での内水被害 
●広い範囲で土砂災害が発生 
●大都市部の水害への備えや、中山
間地の警戒避難のあり方に課題 

 

洪水氾濫や土砂災害そのものを発生させない対策 

災害が発生した場合でも被害を最小化する対策 

●被害にあいにくい住まい方等への転換 

●被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御 

●迅速かつ確実な避難・救援の実現 

●復旧・復興も考慮した施設機能の維持 

●氾濫時等を想定した治水・砂防関係施設の整備等 

具体的施策 

河川行政の転換と取り組み 

大規模降雨災害対策検討会（提言）平成17年12月

ゼロメートル地帯の今後の高潮対策のあり方について（提言）平成18年1月
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Ⅰ．河川の維持管理の現状と課題 

・河川は様々な要因、時間スケールで状態が変化する自然公物 
・堤防を構成する土の品質が不均一 

・河川の状態を見(診)て状態の変化を分析するきめ細かな維持管理 

河川、堤防の現状と課題 

・水門や樋門、排水機場等の修繕・更新とこれに伴う費用の急増 ・効果的・効率的な施設の点検と計画的な更新 

排水機場、水門等の現状と課題 

・中小河川の維持管理水準の幅は広く、維持管理内容も多様 ・周辺状況等の特性を踏まえ、最低限必要な事項は確実に実施 

中小河川の維持管理の現状と課題 

・河川環境に関する現状把握が不十分で、目標設定も困難 ・河川環境管理基本計画の見直し等、河川環境の管理の必要性 

河川環境にかかる管理の現状と課題 

・地域特性に配慮し、河川に対する多様なニーズに応える必要性 ・日常管理、出水時における市町村や地域住民、NPO等との連携 

地域特性を反映した維持管理の現状と課題 

Ⅱ．危機管理の観点からみた河川管理の現状と課題 

・河川管理施設の操作、維持管理について、被害の最小化を目的とした対応が必要 
・河川管理者と市町村や地域住民、NPO等との情報共有化や避難行動支援のための体制が必要 

現在の河川管理施設の能力を超える外力への対応 

・被害の拡大防止、住民への情報提供、他機関と連携した危機管理体制など、体系的な検討が必要 

事故・テロ等への対応 

維持管理にかかる計画の充実と実施体制の再構築 

①河川整備計画の維持管理の充実 
②維持管理に関する計画の策定と維持管理基準の整備 
③総合的な管理のための実施体制の再構築 
④河川の整備状況を踏まえた維持管理の実施 

効率的な維持管理の展開 

①「見つける(診る)技術」の再構築・向上 
②維持管理技術の高度化の推進 

河川環境管理の推進 

河川環境管理基本計画に基づいた河川環境管理 
河川環境管理のための目標や管理基準の設定 

河川や地域の特性を反映した維持管理の実現 

市町村や地域住民、NPO等との積極的な連携・協働 
許可工作物の適切な維持管理 

河川管理者と地方自治体との情報共有の強化 

・非常時のみならず平常時、地方自治体の長との情報共有の強化 

広域的な氾濫への対応 

・国、都道府県、市町村等の役割分担の検討と関係機関の連携強化 

破堤等による壊滅的な被害の回避 

・排水機場の運転調整ルールの実効性の確保 

大規模出水、津波等に対する被害最小化策の充実 

・河川管理施設の構造や運用の見直しによる被害の最小化 

水質事故対策の充実 

・迅速な情報伝達体制の確立と河川管理施設等の運用の見直し 

現状と課題 

河川の維持管理の基本的な方向 危機管理の観点からみた河川管理上の基本的な方向 

河川行政の転換と取り組み 

安全・安心が持続可能な河川管理のあり方について（提言） 平成18年7月7日
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